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東大規則第２８号 

 
（設置） 

第１条 本学に、民間等外部の機関（国立研究開発法人を除く。以下「民間機関等」という。）

から受け入れる共同研究の一環として教育研究を実施するため、社会連携講座及び社会

連携研究部門（以下「社会連携講座等」という。）を置く。 
２ 社会連携講座は、学部及び研究科等の教育研究を行う大学院組織等に置く。 
３ 社会連携研究部門は、附置研究所及び附属図書館、文書館、学内共同教育研究施設、国

際高等研究所に置かれる組織、学際融合研究施設、全国共同利用施設等の教育研究を行う

組織に置く。 
 （目的） 
第２条 社会連携講座等は、民間機関等と連携することにより、本学における 共部研究



 
規定する総長から契約事務の委任を受けた者（以下「契約事務の委任を受けた者」という。）

に通知する。 
 （契約の締結） 
第７条 契約事務の委任を受けた者は、前条第２項の通知に基づき、連携機関の長と社会連

携講座等の設置に関する契約を締結する。 
 （存続期間） 
第８条 社会連携講座等の存続期間は、原則として３年以上５年以下とする。ただし、当該

部局において５年を越えて存続すべき社会連携講座等を設置しようとするときは、教育

研究評議会の承認を得なければならない。 
２ 前項の存続期間が終了したときは（５年を越えて存続する社会連携講座等については、

おおむね５年ごとに）、当該部局の定めるところにより、その教育研究の成果のとりまと

めを行う。 
（社会連携講座等教員） 

第９条 社会連携講座等に所属する教員（以下「社会連携講座等教員」という。）は、特任

教授、特任准教授、特任講師及び特任助教のいずれかとして雇用するものとする。 
２ 連携機関に所属する者は、当該社会連携講座等教員に充てることはできない。ただし、

連携機関のうち独立行政法人に所属する研究者を当該社会連携講座等教員に充てる場�

存続期属➅쀀会 人



 
 （社会連携講座等に要する経費及び設


